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第４章 新技術の開発・導入促進に向けた検討    

下水道の事業主体である地方公共団体は、近年、様々な技術的課題に直面している。これらに
対応し得る新技術は、できるだけ早期に実施設に導入され、全国に普及展開することが望ましい
が、地方公共団体における新技術の導入は、容易ではないのが実情である。 

新技術の開発・導入促進に関する内容として、（１）で令和５年度における下水道革新的技術実
証事業（B-DASH）技術の普及展開状況を示し、（２）で令和５年度のエネルギー分科会における
主な検討事項（参考資料（３）参照）の概要を、（３）で公益社団法人日本下水道協会の Ge マッ
チングの取り組みについて示す。 

 
（１）B-DASH 技術の普及展開状況 

新技術の導入にあたっては、実績や安定性が求められるため、下水道事業者の導入検討の際に
は他の地方公共団体の導入事例が参考となる。B-DASH 技術を対象とし、国土交通省本省にて調
査した普及展開状況を表 4-1 に示す。なお、令和５年３月時点で導入されている B-DASH 技術は
19 技術 185 件である。 
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表 4-1  B-DASH 技術の普及展開状況 (国土交通本省調べ、令和５年３月時点) 
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（２）エネルギー分科会における主な検討事項 
１）はじめに 

2021（令和 3）年 6 月に地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する法律が公布され、
2050 年までの脱炭素社会に向けた基本理念の規定、地方公共団体が策定する実行計画の中に施策
実施に関する目標を定めること等が盛り込まれた。 

同年 10 月に我が国は、国連気候変動枠組条約第 26 回締約国会議（COP26）に先立ち、2050 年
カーボンニュートラルを宣言した。また、地球温暖化対策計画が閣議決定され、2030 年度におい
て温室効果ガス排出 46％削減（2013 年度比）を目指すことが示された。第 5 次社会資本整備重
点計画の中でも、重点目標６に「インフラ分野の脱炭素化・インフラ空間の多面的な利活用によ
る生活の質の向上」が位置づけられている。下水道分野においても脱炭素社会の実現に貢献する
ため「脱炭素社会への貢献のあり方検討小委員会」が設置され、下水道の将来像を定め、関係者
が一体となって取り組むべき総合的な施策とその実施工程が 2022（令和 4）年 3 月に公表された。 

エネルギー分科会では、2021 年度より下水道分野の温室効果ガス排出削減に関し、中期（2030
年度）目標に対する効果的な技術の整理と長期（2050 年）目標に対して期待される技術開発等に
ついて検討し、2021 年度末に「カーボンニュートラルの実現に貢献するための下水道技術の技術
開発等に関するエネルギー分科会報告書」を策定した。2022 年度は、当該報告書において当面の
間議論すべきとして挙げられた課題のうち、①2050 年カーボンニュートラルに向けたシナリオ再
検討による今後促進すべき技術開発項目抽出、②2022 年度作成の「2050 年カーボンニュートラ
ルの実現に貢献するための下水道技術の技術開発ロードマップ」の下水道技術ビジョン・ロード
マップへの統合案作成、③下水処理場からの GHG 排出削減目標設定等の検討に向けた簡易ツー
ルの作成等を行った。 

引き続き 2023 年度は、国土技術政策総合研究所の業務にて実施している調査内容も含め、以下
の項目について委員より意見、アイデアを頂いた。 

①  技術開発の推進 
・下水道技術ビジョン・ロードマップ（脱炭素関係⑨⑩⑪）のフォローアップ（状況確認） 
・新技術の開発促進・実装に向けた検討 
・汚泥の肥料化やリン回収技術等関係機関の情報共有 

② 水処理過程からの N2O 排出係数改定及び制御因子解明に向けた調査方法の確立 
③  地方公共団体の脱炭素化検討・取組み支援 
 ・廃棄物分野との一体処理推進におけるモデルケース実行可能性調査の実施、検討手順書案

の検討 
 ・下水道の他分野への貢献評価手法検討に向けた情報収集の継続とそれを踏まえた検討 
④  将来的な全体最適化に向けた検討範囲の設定、流域全体を踏まえた議論 
 
2023 年度のエネルギー分科会委員構成及び開催の概要は表 4-2、表 4-3 の通りである。 
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表 4-2 エネルギー分科会委員一覧（敬称略） 

国土交通省水管理・国土保全局下水道部下水道企画課下水道国際・技術室 課長補佐 岩渕光生 

一般社団法人日本下水道施設業協会技術部長 堅田智洋 

日本大学理工学部土木工学科教授 齋藤利晃 

地方共同法人日本下水道事業団技術開発室総括主任研究員 新川祐二 

京都大学大学院工学研究科附属流域圏総合環境質研究センター教授 西村文武 

大阪市建設局下水道部調整課長 原田俊崇 

公益財団法人日本下水道新技術機構資源循環研究部長 藤本裕之 

公益財団法人日本下水道協会技術部技術課 主幹 前田明徳 

国土交通省国土技術政策総合研究所下水道研究部下水道エネルギー・機能復旧研究官 三宅晴男（座長） 

国立研究開発法人土木研究所材料資源研究グループ主任研究員 宮本豊尚 

東京都下水道局計画調整部エネルギー・温暖化対策推進担当課長 宗吉統 

北海道建設部まちづくり局都市環境課公園下水道担当課長 山下誠一 

中央大学理工学部人間総合理工学科教授 山村寛 

 
         表 4-3 エネルギー分科会開催状況の概要                            

開催日時 議事 
第 1 回 
令和 5 年 9 月 4 日（月） 

・本分科会の今年度の取組 
・R4 迄の国総研関連研究状況について 等 

第 2 回 
令和 5 年 12 月 14 日（木） 

・委員による情報提供、国総研関連研究等進捗報告 
・水処理からの N2O 排出量調査方法の整理状況について 
・新技術・効率化技術導入促進に向けて検討すべき事項 等 

第 3 回 
令和 6 年 1 月 26 日（金） 

・下水処理に伴う一酸化二窒素排出量の実績把握に向けた調査マニュアル
（案）について 
・技術開発動向整理表について 
・新技術・効率化技術の導入促進に向けた課題・現状と検討すべき事項につ

いて 等 
 
 
２）検討概要 
① 技術開発の推進 
〇下水道技術ビジョン・ロードマップ（脱炭素関係⑨⑩⑪）のフォローアップ（状況確認） 

 2022 年度エネルギー分科会では、2050 年カーボンニュートラルの実現のために、どのような
対策や技術が導入されればどの程度温室効果ガス削減に貢献できるのか、シナリオ検討を行い、
その結果により、「速やかに取り組むべき技術開発項目」を抽出した。2023 年度は、それら技術
の開発・導入に向けどのように力を入れるべきかを見極めるべく、開発状況を把握し、各分野項
目の技術開発動向を整理表に取りまとめた。 
 下水道技術ビジョン・ロードマップの技術開発分野⑨⑩⑪に示される各技術項目を対象として、
文献調査（6 誌）、インターネット調査、ヒアリング等により技術開発動向の調査を実施した。そ
れらの結果と、過去のエネルギー分科会での議論を踏まえ、現状の主な開発状況と今後の取り組
むべき内容等について、「技術開発動向整理表」として取りまとめた。図 4-1 にそのイメージを示
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す。ロードマップ、動向整理コメント共に文献のリストを記載している。大学や研究機関等にお
いて研究を進めるにあたり、技術開発項目に関する文献収集手間の省力化や、現在の技術の動向
把握、連携や共同研究のための研究機関のマッチング等を含め、技術開発促進に向けた活用が期
待される。当該表は国土技術政策総合研究所のＨＰに掲載しているので、適時参照頂きたい。 
（https://www.nilim.go.jp/lab/eag/energybunkakair5_3.htm） 
 

 
 

図 4-1 技術開発動向整理表の例（⑨地域バイオマス活用） 

 
 また、速やかに取り組むべき技術開発項目の特徴について、概略的に分類した内容を、表 4-4 に
示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○技術開発項目のロードマップ 

・下水道技術ビジョンで示している

ロードマップ 

○文献、インターネット等の情報 

・調査の結果得られた文献、インタ

ーネット情報等のリスト 

○コメント・まとめ 

・文献調査の結果と過去のエネル

ギー分科会での議論を踏まえ、

現状の主な開発状況、今後の取

り組むべき内容等について総

括・コメント 
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表 4-4 速やかに取り組むべき技術開発項目の概略的な分類 

（1）実用化されておらず、開発促進等を図るため、基礎・応用段階等からの掘り起こしや研究継続等が望まれる項目 
⑨1－5（バイオマス等を用いた焼却炉の効率運転：R4 に下水道応用研究実施済） 
⑨1－6（高負荷水・バイオマス受入に関する評価手法や受け入れ技術） 
⑨5－4（バイオマスから製造する製品の無害化技術：B-DASH 実証中）、⑩3－4（膜濾過・嫌気処理技術） 

⑩3－9（次世代太陽光等）、⑩５－３（既存躯体を用いた消化設備技術） 
⑪1－1（下水道施設のエネルギー自立化）、⑪2－9（カーボンフリー燃料等の利活用） 
⑪3－2（水処理における CH₄の発生機構解明：CH₄分解技術は下水道応用研究で実施中） 

（2）既存の技術導入促進を図りつつ、更なる改善やメニューの追加等を図るための基礎・応用段階からの掘り起こしや研究

継続等が望まれる項目 
⑨1－2（刈草等受入、メタン発酵）、 ⑨5－3（肥料化技術：B-DASH、B-DASH FS 及び下水道応用研究で実施中） 

⑪2－7（エネルギーマネジメント） 
（3）B-DASH 施設等の導入促進を図りつつ、更なる改善やメニューの増加を図るための基礎・応用段階等からの掘り起こ

しや研究継続等が望まれる項目 
⑩2－2（新しい嫌気性消化リアクター）、 ⑩3－6（燃料化技術の効率化） 

⑩5－1（嫌気性消化のモニタリングと既存消化槽の活用）⑩5－2（既存消化槽の高効率エネルギー生産・回収） 

⑩6－1（バイオガス発電、汚泥焼却等の廃熱利用の効率化：R4 に B-DASH 実施済） 

⑪2－1（流入有機物の回収による水処理負荷低減技術等：B-DASH 実証中） 

⑪2－2（ICT、AI を活用した省エネ水処理技術：B-DASH 実証中）、⑪2－3（送風プロセスの最適化：MABR は、 
B-DASH FS で実施中） 

⑪2－4（曝気を行わない省エ型水処理）、⑪2－6（汚泥のエネルギー化：R4 に B-DASH 実施済） 

⑪3－3（高温焼却のコスト縮減）、⑪3－4（N₂O 排出量の少ない焼却技術（N2O 除去技術含む）） 

⑪3－5（創エネ・省エネと N₂O 排出量削減） 
（4）社会情勢を勘案しつつ、更なる改善やメニューの増加を図るための基礎・応用段階等からの掘り起こしや研究継続等が

望まれる項目 
⑨3－1（下水・下水汚泥構成元素分離・リサイクル）、⑨4－2（ネガティブエミッション）、⑩4－2（水素抽出） 

 ⑩4－3（メタネーション技術：下水道応用研究で実施中） 
（5）国・土研等における近年での研究実施項目 

⑨2－1（バイオマス有効利用技術の LCC, LCA）、⑪2－8（全体最適） 

⑪3－1（水処理における N₂O 発生機構解明：N₂O 発生抑制のための運転手法や、N₂O 分解技術は下水道応用研究で実施

中） 

⑪4－1（ベンチマーキング手法）、⑪4－2（省エネ・創エネ・省 CO₂の定量化手法） 

※ここに記載する事項以外の開発を妨げるものではない 

※B-DASH は実規模実証を表している。 

※（ ）内は、技術開発項目の内容の一部を記載。 

 
〇新技術の開発促進・実装に向けた検討 
 2021 年度のエネルギー分科会の検討において、2030 年目標に向けては、運転方法の改善や省
エネ機器の導入など、既存の省エネ対策に加え、下水道システムとして改善できる B-DASH 技術
等の全国処理場への導入が必要とされている。新技術の実装に関する地方公共団体や企業が抱え
る課題については、これまでも下水道技術会議やエネルギー分科会において調査を実施している
ところだが、2030 年目標の達成に向けては技術の実装に関してもフォローが必要であるところで
ある。下水道技術開発会議でも技術導入促進に関し議論する等の必要な対応の推進に寄与すべく、
これまで調査されてきた課題について現時点での取組等を含めて再整理し、施策や制度等に限ら
ず、技術実装推進に向けた産官学双方に対する現時点での意見等を取りまとめた。その内容を表

4-5 に示す。 
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表 4-5 新技術・効率化技術導入促進に向けた課題と検討すべき事項（案：抜粋） 

 
 
 
 

技 
術 
開 
発 

 
１）下水道技術ビジョン 

ロードマップ 

・より認知、有効活用されるため、下水道技術ビジョンの分かりやすい体系化 
（ロードマップ構成、ロードのビジュアル化、広報戦略等） 

・幅広での技術を求める上で、技術開発項目の開発動向を踏まえた整理 
（令和 5 年度エネルギー分科会にて実施） 

 
２）開発制度 
 

・幅広に技術を求める一方、目標達成型技術提案等、開発テーマの設定 
・下水道応用研究等も含め、より分かりやすい PR による適正な事業採択、効率的な 

技術向上 
※民間企業への開発へのインセンティブは必要 

 
３）産官学連携 

・他分野へ活用可能な下水道の物質・エネルギーのポテンシャル集計と広報活動（全体
最適化検討の前、若しくは中で整理が望ましい） 

・開発者における積極的な異分野・海外へのアプローチ 
・Ge マッチングの活用推進 

４）検討の場  ・普及展開のための仕組み検討の場としての技術開発会議の活用 
 
 
 
 
導 
入 
検 
討 
時 

 
１）採用しやすさ 
 

・システム技術の検討を有効に行うため、計画段階での積極的な新技術の検討を推奨 
・コンサルタント、日本下水道事業団等、補完者の新技術・効率化提案への対応を引き
続き期待 
・一方自治体における GHG 削減のモチベーションを向上させ、新技術導入のチャレン

ジを後押しする取組が必要（クレジット化、等） 
 
 
２）信頼性、リスク等 

・技術情報のより一層の周知、わかりやすさの検討が必要（下水道技術開発会議、 
下水道 GX 委員会、各実施主体の情報提供等） 

・自治体目線での有用な情報発信（B-DASH ガイドラインへの反映、共同研究の積極
的発信、周辺条件や前提条件等） 

・新技術導入に伴うリスクをヘッジする、性能発注および供用開始後の短期間の性能検
証や部品交換等のメンテナンスを含めた契約などの積極的な採用等 

 
３）導入モチベーション 

・新技術導入に関する各種事業制度の積極的な活用の周知、及び引き続き必要な制度設
計の実施 

・自治体における GHG 削減のモチベーション向上（再掲） 
 
 

発注・導入時 

・新技術や効率化技術の積極的な採用のため、性能発注方式の積極的採用（リスク低減
等のための契約方式を含む）。 

・Water-PPP によるリスク低減契約、プロフィットシェア等による積極的な活用促進 
・性能発注の要求水準に関する情報等、自治体発注の参考とできるような情報の発信 
・コンサルタントや日本下水道事業団等、補完者による積極的な新技術、効率化技術の

採用提案および性能発注方式の採用検討などのチャレンジを後押しする制度補完 

 
 
〇汚泥の肥料化やリン回収技術等関係機関の情報共有 

エネルギー分科会内での情報共有として、国土交通本省より、下水汚泥の肥料化推進に向けた
取り組み（官民検討会や大規模案件形成支援、重金属・肥料成分の分析支援、B-DASH による実
証事業等）を紹介した。また日本下水道協会からは取り組みの一環として、下水汚泥堆肥施用に
おける農地土壌中への炭素蓄積効果評価の検証経過について報告を頂いた。 

 
②水処理過程からの N2O 排出係数改定及び制御因子解明に向けた調査方法の確立 

下水処理に伴い排出される一酸化二窒素（N2O）は、下水道事業全体における GHG 排出量の
約 9 %を占め、GHG 削減目標の達成に向けて対応が強く求められている項目の一つである。しか
しながら、N2O の排出量は時間変動、年間変動、処理場ごとの変動や処理プロセス中の変動が大
きく、これらの変動に対応した調査の公定法が定められていないことから、個別の下水処理場に
おける N2O 排出量の実態把握や排出抑制策の立案が効率的に進んでいない状況である。 

そのため、地方公共団体等が N2O 排出量の実態把握調査をできるだけ簡便で効率的かつ正確に
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実施可能とすることを目的とし、国土技術政策総合研究所と地方公共団体が共同で行った調査内
容を踏まえ、エネルギー分科会において、下水処理に伴う N2O 排出量の調査方法を審議し、取り
まとめることとした。なお調査方法の技術的な点については有識者からの意見聴取も実施した。 

エネルギー分科会での審議を踏まえ、調査結果を「下水処理に伴う一酸化二窒素排出量の実態
把握に向けた調査マニュアル（案）」として取りまとめ、2024 年 2 月に公表した。同マニュアル
案は下記 URL に掲載している。 

（https://www.nilim.go.jp/lab/eag/pdf/20240126-5-2manualan.pdf） 
国総研においては、より正確な N2O 排出量の実態把握に向けて引き続き調査方法の検討を進

める予定としており、エネルギー分科会での審議も踏まえ、必要に応じて同マニュアル案のフォ
ローアップを実施していく予定である。 
 
③地方公共団体の脱炭素化検討・取組み支援 

 地方公共団体の脱炭素化検討の支援に資するものとし、国総研にて実施した業務概要を報告し、
分科会委員より意見を頂いた。 
〇廃棄物分野との一体処理推進におけるモデルケース実行可能性調査の実施・検討手順書案の検
討 
 近年、地方都市では既に人口減少が顕在化しており、下水道施設の既存ストック活用によるス
ケールメリットを活かした省エネ・創エネや、集約による効率的な事業運営を推進しているとこ
ろであるが、更なる持続的な資源循環型社会を目指し、地域全体でより一層の省エネ・創エネ及
びリン等のマテリアル回収を推進していく必要がある。そのため、下水処理と廃棄物処理を連携
させ、廃棄物処理施設で焼却処分されている生ごみ等を下水道に受け入れて、エネルギー・マテ 
リアルを効率的に回収する新たな資源循環システムの構築について研究を進めている。廃棄物分
野との連携にあたり、自治体の職員が手軽に利用できる「検討手順書」を整備しようとするもの
であり、複数の連携パターンの中から、自らにあったものを簡便的に選定でき、スムーズに設計
検討段階へ移行を可能とすることを目指している。 
 2022 年度は、2021 年度に作成した連携パターンの精査、経済性・環境性に関する定量的な評
価手法を作成した。2023 年度は、2022 年度に作成した評価手法の妥当性の確認、簡易検討ツー
ルの作成、および技術資料（検討手順書）をとりまとめた。ツールの全体イメージを図 4-2 に示
す。当該ツール及び検討手順書は 2024 年度中をめどに公表予定である。 
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図 4-2 廃棄物分野と下水汚泥の一体処理に係る簡易検討ツールのイメージ 

 
〇下水道の他分野への貢献評価手法検討に向けた情報収集の継続とそれを踏まえた検討 

 下水道は都市の有機物、窒素、微量元素等の資源が集積する場である。それらは輸入に頼る製
品（従来品）の代替として活用できる可能性がある。その際、従来品と異なる加工工程を経るこ
とで製造に伴う GHG 排出が削減（或いは増加）することが予想される。また、海外等からの輸
送に伴う GHG 排出を大きく削減することが期待できる。また下水道資源は発生・収集時点で
GHG 排出済みのカーボンフリー資源と見做せ、その点でも従来品と比べ GHG 排出削減効果を
期待することができる。本テーマにおいては、下水道資源（有機物、窒素、微量元素、水、熱等）
の有効活用が生み出す GHG 排出量削減効果について調査と効果の試算を行い、最終的には下水
道資源の有効活用に関するモデル構築を目標とする。図 4-3 にそのイメージを示す。 
 2022 年度に実施した調査においては、国内における下水道資源の有効利用の著名な事例を対象
に調査を行ったため、施設規模が大きく費用・エネルギー消費において有利な事例が中心となっ
ている可能性があった。また 2022 年度は下水処理場から搬出されるまでの費用とエネルギーを
調査し、その生産量に応じて GHG 排出量を計算した。しかしこの方法では場内での処理過程に
おいて投入された物質に由来する GHG や、搬出された生産物が民間で加工された際に発生する
GHG の計算が不足していた。 
 2023 年度は、好適事例由来の経済的・効率的に有利なデータに基づく調査結果の是正、および
処理場の消費電力以外に由来する GHG の調査を行い、より国内の実態に即した調査資料の作成
を行った。これらの情報をもとに、2024 年度も引き続きモデル構築に向けた調査を実施していく。 
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図 4-3 下水道資源の活用による GHG 排出削減効果検討 

 
④将来的な全体最適化に向けた検討範囲の設定、流域全体を踏まえた議論 

持続可能な社会の実現においては、GHG 排出量削減の他、下水道資源の利活用、廃棄物バイオ
マス受け入れによる消化ガスの生産拡大やエネルギー創出、適切な水環境など、下水道分野のみ
に限定されない領域を含め、流域管理、社会システム等を含めた全体最適化の検討が重要とされ
る。前項の「他分野への貢献」においては、下水道資源の活用による GHG 排出削減に焦点を当
てているが、上記のように下水道に様々な期待が寄せられる中で、環境負荷の増大、資源の取り
合い、経済性の悪化等、相反する要素が複数含まれることが予想される。本年度は委員より検討
の方向性に関する発表を頂き、全体をどこまで考慮するか、話題に挙げるべき技術群、異なる評
価項目について同じ土俵で議論する仕組みはどうすべきか、等についての意見を頂いた。 
 
３）令和 6 年度以降の取組 

エネルギー分科会では、令和６年度も引き続き以下の項目について検討を行う予定であり、カ
ーボンニュートラルの実現に向けた取り組みを一層推進していく。 
【令和 6 年度における取組案】 

１）N2O 発生メカニズム・制御因子解明に向けた調査 
   ・N₂O マニュアルに沿った、小規模処理場や OD 法などの 24 時間調査 
   ・協力自治体からの調査データ収集 
   ・インベントリ会議に向け、新排出係数の枠組み検討 等      
２）将来的な全体最適化に向けた検討 
   ・下水道の他分野への貢献評価手法の提示 
   ・全体最適化に内在する複数の評価軸に関する議論の整理 等 
３）その他（各委員からの情報提供など） 

 
（３）Ge マッチングの取り組み 

  公益社団法人日本下水道協会は、下水道の課題を解決するための正会員（地方公共団体
等）と賛助会員（民間企業）のマッチングサイトとして、Ge マッチングの取り組みを開始
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した。Ge マッチングは｢下水道事業の課題、イノベーションの推進、下水道界の活性化のた
めに、官民自らの行動で共創・連携するための取り組み｣であり、大別して｢イベント型｣と
｢WEB 型｣に分けられる。イベント型の取り組みとしては、官民による一対一の直接対話ミ
ーティングなどが開催されており、WEB 型については、専用ＨＰ（図 4-4）を通じて官民
間で業務提案や意見募集が行われている。それらの提案や意見の中には、新技術の開発・導
入促進につながる可能性のあるものも含まれている可能性があることから、今後注視してい
く必要がある。（参考資料（４）参照） 

 

 
 

図 4-4 Ge マッチングのＨＰトップ画面 


